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研究成果の概要（和文）：全国の NICU を持つ総合周産期・地域周産期母子医療センターにおけ
る地域保健との連携担当者 319 名に対して、ハイリスク児の虐待予防のための医療機関と地域
保健との連携・協働の実態調査を実施した。連携・協働は、ほとんどのところで行われおり、
その成果や課題が明らかになった。また、医療機関と地域保健との連携･協働が発揮できている
と評価している保健所・市町保健センター5 ヵ所を研究対象として、保健師が行う関係機関と
の連携・調整の有効な要因について質的研究方法を用いて行った。有効な要因は、保健師が企
画部門へ参画していることや関係機関との連携・協働への調整役を取っていることなどが抽出
された。 
 
研究成果の概要（英文）：We conducted the mail survey in order to clarify the collaboration and 
coordination that aims to prevent the abuse from high-risk children between the medical 
institutions and the community health organizations. The subjects were three hundred nineteen 
coordinators of Perinatal/Regional Maternal and Children's Medical Center. As a result, most 
coordinators had collaborated with the partners in the community health organizations to prevent 
the abuse from high-risk infants.  

The interview research was also conducted to explore the factors that enable public health 
nurses (PHNs) to collaborate with the partners of relevant organizations. We selected two 
prefectural public health centers, one health center in Tokyo Metropolis, and two city health 
centers. Because we made sure by the literature review that PHNs of these centers had constructed 
the useful community support network for preventing the child abuse. Participants were eight PHNs 
of those centers. Data were collected through 5 in-depth interviews that explore participants’ 
experiences about collaboration with the partners during the process of constructing the useful 
network. These were identified as the important factors that PHNs participate in the planning 
department and PHNs exert the coordinating function as the professional. 
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１．研究開始当初の背景 

(1)平成 12年に児童虐待防止法が施行され、
虐待への関心が増し、子どもに関わるすべて
の職種に虐待の発見や対応への視点が広が

りつつある。子どもの虐待の社会的背景や要
因などが徐々に明らかとなり、虐待の重症度
などに基づき、関係機関･多職種が連携･協働
した上で支援していく重要性が唱えられて
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いる。しかしながら、その連携･協働は十分
とは言えない状況である。平成 19 年度児童
相談所における相談件数は、40,639 件であり、
平成 11 年度に比べ、3.5 倍に増加している。   
(2)筆者は、厚生科学研究・子ども家庭総

合研究事業の平成 15 年度～16 年度に研究課
題「保健師による母子保健活動における児童
虐待リスクアセスメントツールの開発」で児
童虐待リスク･介入アセスメントツールの開
発を行った。子どもの症状や観察ポイント、
親の言動の観察ポイント、家族システムを含
めた家族の把握、直接的な親と子の関わりの
観察、育児ストレス･不安の把握、育児力な
どをアセスメントできるツールを開発した。  
さらに平成 19年度から平成 21年度に取り

組んでいる科学研究補助金基盤研究 C「子ど
も虐待への保健師の支援スキルの開発」にお
いては、まずは、その開発した児童虐待リス
ク・介入アセスメントツールを保健師が用い
てもらい、その有効性を明らかにした。また、
アセスメントツールと連動させた子ども虐
待ケースマネジメントのプロセスにおける
保健師の支援スキルの試案を E．Thomas のモ
デル（1994 年）を参考に作成し、支援スキル
の開発を続けている。その研究結果のなかで、
「必要と思われる行政保健師の能力やスキ
ル」については、103 件中多い順に「関係機
関との連携･協働･調整力」59 件（57.3%）,
「虐待へのアセスメント力・対応判断力」52
件（50.5%）,「親への受容やサポート方法」
35 件（34.0%）,「虐待の知識」4件（3.9%）,
「被虐待児への支援（発達など）」4件（3.9%）、
「社会サービスに精通していること」3 件
（2.9%）、「コミュニケーションスキル」3 件
（2.9%）、「法律の知識」2 件（1.9%）、「親の
ニーズを把握し、代弁できる」1件（1.0%）,
「保育所入所」1 件（1.0%）、「精神疾患を持
っている場合の知識･対応」1件（1.0%）、「そ
の他」8 件（7.8%）であった。すなわち、保
健師は子ども虐待への有効な支援スキルの
一番は関係機関との連携･協働･調整力であ
ると結論づけている。 
 
２．研究の目的 

(1)都道府県におけるハイリスク児の虐待
予防のための医療機関と地域保健との連
携・協働の実態を明らかにする。 
 (2)保健師の連携・協働、調整機能の実際
から、有効な要因を抽出し、具体的に有効な
方法を明らかにすることである。 
 
３．研究の方法 

(1)先行研究によりハイリスク児の虐待の
実態や病院の NICU と地域との連携・協働の
実態、支援ネットワークの有無や活動につい
て文献検討を行う。その結果を踏まえて研究
枠組みを構築する。 

(2)第 1 次調査 
対象は、全国の NICU を持つ総合周産期母

子医療センター78 施設および地域周産期母
子医療センター241 施設における地域保健と
の連携担当者 319 名である。自記式質問紙調
査を実施した。質問項目は、ハイリスク児に
虐待あるいは虐待の疑いのある事例の有無、
院内でのフォローの体制・システム、病院と
地域保健との連携の状況などである。また、
地域の保健機関へのフォローアップを依頼
する必要性のあるハイリスク児の選定基準
（以下、「選定基準」とする。）に関する記述
回答も求めた。なお、選定基準については 4
名の研究者で協議しながら、質的に分析する。 

(3)第 2 次調査 
第 1次調査で、第 2次調査への協力を得ら

れた総合・地域周産期母子医療センターの地
域連携担当者 91 名とハイリスク児フォロー
アップ研究会会員 31 名の計 122 名に対し、
郵送法による自記式質問紙調査を実施した。
調査内容は回答者が属する医療機関の基本
情報、医療機関と地域保健との連携に関する
システム、事例検討会等の開催状況、連携に
よる成果を含む 68 項目であった。 
(4)第 3 次調査 
先行文献からハイリスク児の虐待予防の

ための地域支援ネットワークにおいて保健
師が連携･協働、調整機能を発揮できている
と評価している都道府県保健所、市町保健セ
ンター10 ヵ所程度を選択し、保健師の連携・
協働、調整機能の実際についてグラウンデッ
ドセオリーを用いて有効な要因を質的に抽
出する。 
なお、倫理的配慮については、神戸大学大

学院保健学研究科倫理委員会の承認を得た
上で実施した。 
 
４．研究成果 
 (1)医中誌や PubMedにより文献検索を行い、
先行研究によりハイリスク児の虐待の実態
や病院の NICUと地域との連携・協働の実態、
支援ネットワークの有無や活動について文
献検討を行った。その結果を踏まえて研究枠
組みの構築を行った。 
 
(2) 第 1 次調査 
全国の NICU を持つ総合周産期母子医療セ

ンター78 施設および地域周産期母子医療セ
ンター241 施設における地域保健との連携担
当者 319 名に郵送し、回収数（率）は 114
（35.7％）、有効回答数（率）は 113（35.4％）
であった。ハイリスク児の虐待事例の有無に
ついては「あり」が 91（81％）、地域の保健
機関へのフォローアップ依頼「あり」が 108
（96％）、連携に関する院内システム「あり」
が 85（75％）で、その内訳は多い順に① 会
議・カンファレンス 30（44％）、②委員会組



織 26（38％）、③職種間の話し合い 25（37％）
であった。ハイリスク児の選定基準が「あり」
と回答した施設数は 85（79％）であった。地
域の保健機関へのフォローアップを依頼す
る必要性のあるハイリスク児の選定基準に
関する記載内容をカテゴリー化した結果、4
要因が抽出された。 

その４要因は「母親の要因」17 カテゴリー、
「子どもの要因」9カテゴリー、「家族の要因」
18 カテゴリー、「家族外からの資源に関する
要因」2カテゴリーが抽出された。 
考察として、全国の総合周産期母子医療セ

ンターと地域周産期母子医療センターでは、
既にほとんどのところで、ハイリスク児の虐
待予防のための地域保健との連携が行われ
ていた。6割の施設ではハイリスク児の連携
に関する院内システムが構築されており、ハ
イリスク児への虐待予防に向けた対応が行
われていることが示唆された。ハイリスク児
の選定基準として家族全体に関する要因が
最も多く抽出されたことから、ハイリスク児
の虐待予防のための医療機関と地域保健と
の連携・協働の対象として特に重要な要因で
あることが明らかとなった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
(3)第 2 次調査 

回収数（率）は 73（59.8％）であった。回
答者の職種と人数（平均年齢・所属部署での
平均経験年数）は、看護師 15 名（49.2 歳・
7.6 年）、助産師 13 名（49.9 歳・7.6 年）、医
師 26 名（49.6 歳・14.9 年）、ケースワーカ
ー（以下 CW）12 名（38.1 歳・5.0 年）、事務
職 1名（39.0 歳・2.0 年）、その他 6名（50.3
歳・2.6 年）であった。職種による年齢と所
属部署での経験年数に関する多重比較の結
果、CW と医師の間に有意差が認められた
（P<0.05）。地域連携室には CW と事務職が多

く配置されており（P<0.01）、地域連携担当
部署がある医療機関（97.3％）ほど児童相談
所との連携が有意に多かった（p<0.05）。連
携先への初回連絡は退院の見通しがついた
頃（80.3％）に、文書（91.5％）で連絡し、
退院後の家庭訪問を依頼する（87.3％）が最
も多かった。地域の保健機関との連携システ
ムの必要性については未回答 4名を除く 69
名全員が必要と回答した。47 施設（64.3％）
が地域の連携先との事例検討会を開催して
おり、38 施設（52％）が地域との合同会議を
開催していた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
連携による成果については33の各質問に4

～1点を配点した結果、合計点の平均±SD が
92.2±14.9 点であり、項目別では「連携先と
のつながりの構築（平均 3.3 点）」や「子ど
もの状況の正確な把握（平均 3.1 点）」、「子
どもに必要なサービスの早期導入（平均 3.1
点）」が高得点であった。一方、「連携先と共
有できるツールの作成（平均 1.9 点）」や「連
携先との会議の定例化（平均 2.1 点）」が低
得点であった。 
考察として、医療機関と地域保健との連
携・協働の実態として、連携・協働の必要性
をほとんどの施設が回答しており、6割が連
携しており、合同会議も 5割が実施していた。
また、地域連携室がある医療機関ほど児童相
談所や保健所との連携を取っており、医療機
関内に地域との連携部門があることの重要
性が示唆された。連携による成果は、「連携
先とのつながりの構築」や「子どもの状況の
正確な把握」、「子どもに必要なサービスの早
期導入」などができており、子どもの状況を
正確に把握し、必要なサービスにつなげるこ
と等が可能になっていることが示された。 
(4)第 3 次調査 
先行文献からハイリスク児の虐待予防の

ための地域支援ネットワークにおいて保健
師が連携･協働、調整機能を発揮できている
と評価している都道府県保健所、市町保健セ
ンター5 ヵ所から研究協力が得られた。イン
タビュー内容は、①地域でのハイリスク児の
虐待予防のための地域支援ネットワークの
形成過程となぜうまくいったのか、その要因
（外的要因を含む）と成果、②保健師が、ど
のように連携・協働・調整機能を発揮してこ
られたのかである。インタビュー内容は録音



し、逐語録に起こし、グランデッドセオリー
を参考に比較継続的に分析を用いて研究者 4
名で行った。結果、「虐待予防のための地域
支援ネットワークの形成過程」のきっかけは、
「母子保健の課題の存在」があり、「新規事
業の立ち上げ」や「既存事業の強化」が行わ
れていた。「虐待予防のための地域支援ネッ
トワークの形成過程」の行為/相互行為とし
て＜ニーズに対応した仕組みを形成する＞、
＜関係者とともに作り上げる＞、＜仕組みを
見直す（上手くいくようにしていく）＞、＜
関係者と情報を共有する＞、＜関係者と知識
を共有する＞、＜関係者がスキルアップする
＞、＜関係者と共通理解を促す＞、＜関係者
で個別事例への対応を検討する＞、＜地域の
ニーズと関係者・政策の動きを常におさえて
おく＞が抽出された。「虐待予防のための地
域支援ネットワークの形成過程」は、地域の
ニーズに対応する個別事例の検討や関係者
のスキルアップなどの機会を通して、関係者
と知識・意識を共有させながら、常にニーズ
や政策の動向に対応させて仕組みを見直し
続ける動的な過程と考えられた。 
「うまく連携・協働を形成していくための

保健師活動」の行為/相互行為として＜関係
者への日々の働きかけを積み重ねる＞、＜関
係機関の機能と仕組みをおさえて動く＞、＜
タイミングよく働きかける＞、＜仕組みの必
要性を可視化する＞、＜ニーズに対応するた
めに必要な資源を判断し導入する（予算化を
含む）＞、＜地域のキーパーソンとつながる
＞、 

＜医療機関と地域の他機関をつなぐ＞が
抽出された。つまり＜関係者がつながる仕組
みをつくる＞、＜関係者がいつでも相談でき
る仕組みをつくる＞、＜安定的な仕組みをつ
くる＞が抽出された。「うまく連携・協働を
形成していくための保健師活動」は、安定的
で、住民と関係者の顔の見える相談しやすい
仕組みをつくる目的に向けて、関係者間のつ
ながりや予算獲得等がうまくいくように、タ
イミングや必要性の可視化等を戦略的に働
きかけていくものであり、同時に、日々の活
動の中で継続的に積み重ねているものと考
えられた。帰結として「関係者との顔の見え
る関係の維持」、「個別のケースへの適切な支
援ができる」、「関係者の虐待への対応の向
上」、「いつでも相談できるシステムがある」、
「地域住民が継続的な支援を受けられる」と
いうカテゴリーが抽出された。有効な要因と
して、「保健師職者が企画部門に参画してい
る」、「地域でリーダーシップを発揮する機関
や人の存在」および「制度の動きに合わせて
機会を捉える」および「地域の中核の病院と
の連携の強化」が抽出された。 

今後、本研究で明らかになった結果を踏ま
えて、地域における支援ネットワークにおけ

る保健師の連携･協働、調整機能の有効な方
法の構築に向けて現在検討を重ねている。 
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